
東京都第一種フロン類充塡回収業者技術力認定制度ロゴマーク使用規程 

 

（目的） 

第１条 この規程は、東京都第一種フロン類充塡回収業者技術力認定制度実施要綱（以下

「実施要綱」という。）第７条の規定により認定を受けた第一種フロン類充塡回収業者

（ 「認定事業者」という。）等が、東京都第一種フロン類充塡回収業者技術力認定制度ロゴ

マークを使用する場合の取扱いについて、必要な事項を定めることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この規程において、「ロゴマーク」とは、別紙１「東京都第一種フロン類充塡回収

業者技術力認定制度ロゴマークデザインガイドマニュアル（Ｓランク）」及び別紙２「東

京都第一種フロン類充塡回収業者技術力認定制度ロゴマークデザインガイドマニュアル

（Ａランク）」（以下、合わせて「デザインガイドマニュアル」という。）に示すものをい

う。 

（通則） 

第３条 ロゴマークの使用については、東京都著作権取扱要綱（平成 10 年７月 10 日付 10

財管総第 50 号）に定めるもののほか、この規程の定めるところによる。 

（使用目的） 

第４条 ロゴマークは、認定事業者であることを表示し、及びその認知度を向上させる目的

で使用するものとする。 

（使用の範囲） 

第５条 ロゴマークを使用できる者は、次に掲げるものとする。 

一 認定事業者 

二 その他東京都（以下「都」という。）が認めるもの 

２ ロゴマークは、次に掲げるものへの表示に限り使用することができる。 

一 当該認定事業者に係るパンフレット、看板、ポスター、チラシ又は名刺、封筒又はメ

ール署名 

二 当該認定事業者に係るホームページ（ソーシャル・ネットワーク・サービスを含む。） 

三 その他都が認めるもの 

３ ロゴマークは、認定事業者が現に認定を受けている認定区分に対応するものを使用し

なければならない。 

４ ロゴマークの使用目的又は使用方法が次の各号のいずれかに該当する場合は、ロゴマ

ークを使用することができない。 

一 法令又は公序良俗に反し、又は反するおそれがある場合 

二 都の信用を失墜し、又は品位を害すると認められる場合 

三 第三者の利益を害すると認められる場合 

四 前条の使用目的に鑑みて不適当であると認められる場合（資金調達の際に使用する



など当該認定事業者の事業全体を都が保証しているかのような誤解を招く方法での使

用を含む。） 

五 認定事業者以外の事業者を認定事業者であると誤認させると認められる場合 

六 東京都暴力団排除条例（平成 23 年東京都条例第 54 号）第２条第２号に規定する暴

力団又は同条第４号に規定する暴力団関係者が使用する場合 

七 その他不適当であると都が認める場合 

（使用の承認） 

第６条 ロゴマークの使用を希望する者は、東京都第一種フロン類充塡回収業者技術力認

定制度ロゴマーク使用申請書（別記第１号様式）を都に提出し、その承認を受けなければ

ならない。 

２ 都は、ロゴマークの使用を承認するときは、東京都第一種フロン類充塡回収業者技術力

認定制度ロゴマーク使用承認書（別記第２号様式。以下「使用承認書」という。）により

申請者に通知するものとする。 

３ 第１項の申請書を提出した者は、都からの使用承認書の通知を受けた後でなければロ

ゴマークの使用を開始することができない。 

（ロゴマークの有効期間） 

第７条 ロゴマークの使用に係る有効期間は、前条第１項の規定による承認を受けた日か

ら実施要綱第７条第３項に規定する認定の有効期間が満了する日までとする。 

（使用上の遵守事項） 

第８条 第６条第１項の承認を受けた者（以下「使用者」という。）は、ロゴマークの使用

に当たり、次に掲げることを遵守するものとする。 

一 デザインガイドマニュアルを遵守すること。 

二 第三者がロゴマークを不正に利用できないよう適正な管理を図ること。 

三 都が提供したロゴマークのデータを、ロゴマークを使用した印刷物等の製作を委託

する場合を除き、第三者に譲渡し又は転貸しないこと。 

四 承認を受けた目的及び方法に従ってロゴマークを使用し、都が付した使用条件を遵

守すること。 

２ 使用者は、ロゴマークをホームページ等に掲載する場合は、画像の解像度その他掲載方

法に配慮し、第三者による不正使用の防止に努めるものとする。 

３ ロゴマークの使用に伴い事故若しくは苦情が発生した場合又は第三者に損害を与えた

場合は、使用者の責任をもって処理するものとし、都は、それに関する一切の責任を負わ

ない。 

（使用料） 

第９条 ロゴマークの使用料は、無償とする。 

（報告及び調査） 

第１０条 都は、使用者に対して、ロゴマークの使用状況について報告を求め、又は必要な



調査を行うことができる。 

２ 前項の規定により報告又は調査を求められた者は、これに応じなければならない。 

（使用の中止） 

第１１条 使用者は、フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律（平成 13 年

法律第 64 号）に基づく東京都知事の登録を受けている充塡回収業者でなくなった場合の

ほか、次の各号のいずれかに該当する場合は、ロゴマークを使用してはならない。 

一 実施要綱第８条の規定に基づく認定の更新を受けなかったとき 

二 実施要綱第 15条の規定により認定を返納したとき 

三 実施要綱第 16条の規定により認定を取り消されたとき 

２ 使用者は、実施要綱第９条に基づき認定区分の変更の認定を受けた場合は、従前の認定

区分に対応するロゴマークを使用してはならない。 

３ 前二項の規定によりロゴマークを使用できなくなった者は、速やかにホームページそ

の他の媒体からロゴマークを削除するとともに、都から提供を受けたロゴマークのデー

タを消去しなければならない。 

４ 前項の場合における印刷物、看板その他の製作物の取扱いについては、都の指示に従う

ものとする。 

（使用承認の取消し） 

第１２条 都は、使用者が本規程又は使用承認の内容に違反していると認める場合は、第６

条第１項の承認を取り消し、ロゴマークの使用停止、掲載の削除又は当該使用に係る製作

物の回収その他必要な措置を命ずることができる。 

２ 前項の規定により承認を取り消された者は、当該承認に係るロゴマークを使用しては

ならない。 

３ 第１項の規定により製作物の回収を命ぜられた者は、速やかに当該承認に係る製作物

を回収しなければならない。 

４ 都は、第１項の規定による承認の取消しにより使用者に生じた損害について、一切の責

任を負わないものとする。 

（ロゴマークに関する権利） 

第１３条 ロゴマークに係る著作権その他一切の権利は、都に帰属する。 

２ 使用者は、ロゴマーク又はこれに類似する標章について、商標登録、意匠登録その他の

権利取得をしてはならない。 

（所管） 

第１４条 ロゴマークの取扱いに係る事務は、東京都環境局環境改善部環境保安課が所管

する。 

（その他） 

第１５条 本規程に定めのない事項については、都が判断するものとする。 

 



附 則（令和８年８月 24日付環改保第 565 号） 

この規程は、令和８年８月 24日から施行する。 
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別記 

第１号様式 

 

年 月 日 

 

東京都環境局 

環境改善部長 殿 

 

（郵便番号） 

住  所 

氏
フリ

  名
ガナ

 

（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 

電話番号 

認定番号 

 

東京都第一種フロン類充塡回収業者技術力認定制度ロゴマーク使用申請書 

 

東京都第一種フロン類充塡回収業者技術力認定制度ロゴマークを使用したいので、東京都第一種フ

ロン類充塡回収業者技術力認定制度ロゴマーク使用規程 （以下「規程」という。）第６条第１項の規定

に基づき、下記のとおり申請します。 

なお、使用に当たっては、規程に定める事項を順守します。 

 

記 

 

１ 使用目的 

 

２ 使用方法（使用デザイン案等概要が分かる資料を添付してください。数量、期間、実施場所等

を含む。） 

 

〔担当者連絡先〕 

郵便番号 

住  所 

（     ） 

 

部 署 名  
 

 
担当者名  

電話番号 
 

 
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ  

※受付欄 
 

 

 

 

（日本産業規格Ａ列４番） 



第２号様式 

 

年 月 日 

 

  殿 

 

東京都環境局環境改善部長 

                                      印 

 

 

 

東京都第一種フロン類充塡回収業者技術力認定制度ロゴマーク使用承認書 

 

 

年 月 日付けで申請のあった使用承認については、東京都第一種フロン類充塡回収業者技術

力認定制度ロゴマーク使用規程第６条第２項の規定に基づき、下記のとおり承認します。 

 

 

記 

 

 

１ 承認内容は、東京都第一種フロン類充塡回収業者技術力認定制度ロゴマーク使用申請書のとおり

とする。 

 

 

２  「東京都第一種フロン類充塡回収業者技術力認定制度ロゴマークデザインガイドマニュアル」を

遵守すること。 

 

 

３ その他（承認条件等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（日本産業規格Ａ列４番） 


